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はじめに 

技術革新の進展に伴う仕事の在り方や、働き方の変化について検討した労働政策審議会
労働政策基本部会の報告書（令和元年９月 11 日労働政策審議会了承、以下「部会報告書」
という。）において、AI 等の新技術は、人口減少下での生産性向上と経済成長の源泉とな
り、また労働条件の改善や実りある生活に資する一方、複雑で高度な業務を幅広く代替す
る AI 等の導入に当たっては、労働者の職務や配置の変更など雇用の在り方に大きな影響
が及び得ることを踏まえ、労使間のコミュニケーションについての議論を深める必要があ
るとされた。 

これを踏まえ、厚生労働省において、令和元年 12 月から令和３年○月にかけて○回に
わたり本検討会を開催し、AI 等の技術革新が進展する中における労使間のコミュニケー
ションの実態や課題の把握を行い、あるべき対応について検討するため、AI 等の導入の際
に積極的に労使コミュニケーションに取り組んできた企業労使をはじめとする有識者の
ヒアリングを交え、同時にインターネットやデジタル技術の進展に伴って生じている日常
のコミュニケーションや働き方の変化が労使コミュニケーションに及ぼしている影響に
ついても視野に入れつつ、検討を重ねてきた。 

こうした検討の途上にあった令和２年以降、新型コロナウイルス感染症が拡大し、累次
にわたり新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）に基づく「緊急
事態宣言」が発令されるなど、感染拡大防止のために社会経済活動が制約される一方、感
染拡大下で事業を継続するためにテレワークが過去にないスピードと広がりをもって実
施された。テレワークについては、働く時間や場所を選べる働き方として評価される一方、
仕事上のコミュニケーションのとりにくさや、労務管理上の課題、感染症の中でも出勤せ
ざるを得ない業種等で働く人々をめぐる課題も明らかとなった。同時に、非正規雇用労働
者やフリーランス等のセーフティネットをめぐる課題も明らかとなった。 

感染症の状況を踏まえ、本検討会も令和２年２月から一時中断を余儀なくされ、同年 10
月に再開し、リモート会議形式を交えつつ、議論を進めた。検討の再開に当たっては、デ
ジタルトランスフォーメーション（以下「DX」という。）の進展に伴うイノベーションの
流れが感染拡大をきっかけに更に加速していく可能性についての指摘があり、こうした感
染拡大に伴う変化が労使コミュニケーションに及ぼしている影響についても視野に入れ
て検討を進めてきた。 

こうした経緯を経て、新技術の円滑な導入と効果的な活用に向けた労使コミュニケーシ
ョンを中心として、技術革新が進展する中での労使コミュニケーションの重要性、具体的
な内容等についてとりまとめた成果は以下のとおりである。 
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１．検討の前提  

本検討会では、部会報告書を踏まえ、労使コミュニケーションの実態把握や課題の整理
を行った上で、対応の方向性について検討を行った。その際、新技術と労使コミュニケー
ションに関しては、以下の射程で検討することとした。 

 

（１）検討対象とした新技術 
  本検討会では、様々な新技術のうち、AI、IoT・ビッグデータ、ロボット、ICT 等（以下

「AI 等」という。）1といった生産性向上につながるデジタル技術の実装が及ぼす影響を、
その著しい進展を踏まえ、一義的な検討の対象とした。こうした新技術を職場に実装する
際、日常の業務の方法や内容に変化がもたらされ、労働者の教育訓練、労働条件の変更、
職種や配置の転換等に様々な影響が及ぶと想定される。本検討会では、そうした業務の方
法や内容の変化に伴う課題への対応の際に行われている労使コミュニケーションについ
て、アンケート調査やヒアリングを中心に実態把握を行った。 

  また、デジタル技術により日常や職場のコミュニケーション自体に変化が生じている。
電子メール、電子掲示板、チャットツールをはじめグループウェア、社内 SNS などの新
たな ICT ツールにより社内コミュニケーションに変化が生じるとともに、外部のソーシ
ャルメディアが労使コミュニケーションにも影響を及ぼしつつある。こうした新技術によ
るコミュニケーション自体の変質の観点から ICT ツールの普及・定着がもたらす影響に
ついても検討の射程に入れた。 

 
（２）検討対象とした労使コミュニケーションの枠組み・方法 
  労使コミュニケーションとは、一般的には労働者と使用者が意思疎通を図ることを指す

ものであるが、職場に AI 等の新技術を導入する際の労使コミュニケーションとしては、
下記の労使コミュニケーションの方法の例のうち、①を一義的な検討対象としつつ、②に
ついても AI 等の新技術の円滑な導入に資するものについて、検討対象に含めた。その際、
こうした労使コミュニケーションが労使の課題解決に向けた双方向の協議なのか、一方向
の情報伝達なのかや、労働者の忌憚のない意見が反映されているか否かなど、労使コミュ
ニケーションの実質的内容にも留意しつつ検討を進めた。この点について、労働者と企業
との直接のコミュニケーションよりも、労働組合等の団体、組織等が間に入ったコミュニ
ケーションの方が、労働者が使用者に気兼ねなく意見を表明できる可能性があるなど、コ
ミュニケーションの枠組みが直接的なものか間接的なものかによる相違があることも踏

                                                      
1 「AI 等」の定義は労働政策審議会労働政策基本部会報告書と同様、AI、IoT、ビックデータ及びロボ
ット等である。 
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まえて考えていくことが重要であるとの指摘があった。 
あわせて、①と②のいずれについても、オンライン会議での話し合い、社内 SNS、メー

ル等を活用したやり取りなど、デジタル技術を活用した取組にも注目した。 
 

＜労使コミュニケーションの方法の例＞  
①専ら課題解決を目的とする組織や会議での労使の交渉や協議 

労働組合との団体交渉、労使協議機関や特定の事項を協議する専門的な機関での協議、
常設でない説明会や意見交換の場（年度計画の説明会、トップによる方針説明、タウ
ンホールミーティング等）での協議 
 

②上記以外の労使の意見交換、意見収集、情報共有 
〔複数の労働者への対応〕社内勉強会、社内イベント、社内懇親会やそのための組織

（社員会等）、情報共有のための定例の会議（朝礼等）、コミュニケーションツール
（グループウェア、チャット等）により設定した意見収集等の場、アンケート調査
（従業員満足度調査等）、社内報や社内掲示板、経営者・企業から労働者への直接の
情報発信チャネル等を通じた意見交換、意見収集、情報共有 

〔個別の労働者への対応〕労働組合の職場委員等を通じた情報収集、企業による個人
面談を通じた意見収集、相談窓口を通じた苦情対応 

２．調査から見える労使コミュニケーションの現状と変化 

（１）近年の労使コミュニケーションの状況 
  近年の労使コミュニケーションの状況については、厚生労働省の「労使コミュニケーシ

ョン調査」 2によると、平成 11 年から令和元年にかけて、事業所においては労使コミュ
ニケーションが「非常に良い」、「やや良い」と回答した割合が増加し3、労使関係の認識が
「安定的に維持されている」、「概ね安定的に維持されている」と回答した割合が８割以上
で推移している4。労働者においても労使コミュニケーションの良好度が「非常に良い」、
「やや良い」と回答した割合が増加している5ことから、この期間においては、労使関係に

                                                      
2 厚生労働省「労使コミュニケーション調査」については、平成 11 年、平成 16 年、平成 21 年、平成
26 年、令和元年の調査を参照した。 
3 「労使コミュニケーションについての評価（事業所調査）」において「非常に良い」又は「やや良い」
とする割合の推移：61.6％（平成 16 年）、66.7％（平成 21 年） 
4 「労使関係についての認識（事業所調査）」において、「安定的に維持されている」、「おおむね安定的
に維持されている」とする割合の推移：87.0％（平成 26 年）、81.9％（令和元年） 
5 「労使コミュニケーションの良好度（労働者調査）」において、「非常に良い」又は「やや良い」とす
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ついて良好・安定的と捉える傾向が労使ともに強まってきたと考えられる。 
労使の関心事項については、労使ともに「日常業務改善」、「作業環境改善」、「職場の人

間関係」、「賃金、労働時間等労働条件」が高く、中でも「日常業務改善」と「作業環境改
善」への関心が強まっている6一方、「経営事項」を重視する割合は低下傾向にある7。 

身近な事項への労使の関心が強まってきたことの背景としては、働き方改革に向けた労
使の取組や、ハラスメントに関する法制度の改正に伴い苦情を含む相談窓口の整備が進ん
だことで、職場での苦情が労使コミュニケーションの場で従来にも増して取り扱われるよ
うになってきたことがあると考えられる。 

なお、経営事項を重視する割合が低下してきた要因については、更なる分析が必要であ
るという指摘があった。 

 
（２）新技術導入時の労使コミュニケーションの状況 
  新技術導入時の労使コミュニケーションについては、独立行政法人労働政策研究・研修

機構の「AI など新しいデジタル技術導入と労使コミュニケーション調査」（企業への調査）
8によると、調査対象企業のうち、約３割が過去５年間に AI 等の新技術を導入しており、
そのうち約半数の企業において労使での協議を実施しているが、その他の企業は「経営判
断であるため必要がなかったから」等の理由により協議を実施していなかった。 

導入前後に協議を行った場合には、「現場の意見が反映され、効果的な実施につながっ
た」、「従業員の理解を得て、導入・運用が計画通り進んだ」等の何らかの効果があったと
回答した企業が約９割となっている。 

                                                      
る割合の推移：42.2％（平成 11 年）、60.5％（令和元年） 
6 「労使コミュニケーションを重視する内容（事業所調査）」（令和元年） 
「日常業務改善」（75.3％）、「作業環境改善」（72.9％）、「職場の人間関係」（69.5％）、「賃金、労働時間
等労働条件」（57.3％）等 
「労使コミュニケーションを重視する内容（労働者調査）」（令和元年） 
「職場の人間関係」（66.2％）、「日常業務改善」（57.7％）、「賃金、労働時間等労働条件」（53.0％）、「作
業環境改善」（52.0％）等 
7 「労使コミュニケーションを重視する内容（事業所調査）」のうち、「経営に関する事項」の割合の推
移：30.3％（平成 11 年）、32.8％（平成 16 年）、48.5％（平成 21 年）、31.9％（平成 26 年）、27.6％
（令和元年） 
「労使コミュニケーションを重視する内容（労働者調査）」のうち、「経営に関する事項」の割合の推
移：19.0％（平成 11 年）、19.0％（平成 16 年）、29.6％（平成 21 年）、14.2％（平成 26 年）、14.5％
（令和元年） 
8 独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）「新しいデジタル技術導入と労使コミュニケーショ
ンに関する研究」（調査シリーズ No.210、2021 年） 
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しかしながら、協議を行った企業の中でも、新技術導入に伴う労働生産性向上の成果の
把握や可視化の検証は「行っていない」と回答する企業が過半数であり、また、組織編成
や人事制度といった組織の根幹に関わる事柄への見直しには多くの場合つながっていな
いという傾向も示された。また、労働組合がある職場においては、労働生産性に関する成
果情報の共有を概ね全ての従業員と共有している割合が高かった。 

他方、新技術の導入の際に専門の部署やプロジェクトチームなどの専門的組織を編成し
た場合には、他の取組と比較して、協議の効果として「教育訓練制度の見直し」につなが
ったと回答した割合が 26％と高く、さらに「従業員の納得感が高まり、円滑な実施につな
がった」と回答する割合が 62.5％と高い傾向にあった。 

これらのことから、新技術の導入後、実効性ある形で企業の中で定着・運用するための
対応方法として、こうした専門的組織を編成することが重要である可能性が示唆された。 

 
（３）新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う働き方の変化の例（テレワークの導入状況） 
  新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い急速に導入が進んだテレワークに関して、厚生

労働省の実施した「テレワークの労務管理等に関する実態調査」（令和３年３月）9により
その導入状況についてみると、「新型コロナウイルスの流行以前より導入・実施していた」
が 26.0％、「新型コロナウイルスの流行をきっかけに初めて導入・実施した」が 63.9％、
「無回答」が 10.1％と、テレワークをそれまでに導入・実施していた企業の倍以上の企業
が新型コロナウイルス感染症の流行を契機に初めてテレワークを導入・実施していた10。
テレワークの効果について、労使ともに従業員の通勤負担の軽減を挙げる割合が高かった
11。一方で、テレワークの課題としては、労使ともに従業員間のコミュニケーションが取
りづらいことを挙げる割合が高かったほか、企業からは労務管理上の課題が、労働者から

                                                      
9 厚生労働省委託事業「令和２年度テレワークの労務管理に関する総合的実態研究事業」による「テレ
ワークの労務管理等に関する実態調査」三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング実施。「テレワークの適
切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」（令和３年３月厚生労働省）においては、テレワーク
を在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイル勤務に分類しており、本調査もこの分類に基づいてい
る。 
10 「テレワーク（在宅勤務）の導入・実施時期（企業調査）」（調査対象：従業員 10 人以上の企業） 
11 「実際に生じた効果（企業調査）」 
「従業員の通勤負担の軽減」（54.2％）、「自然災害・感染症流行時等における事業継続性の確保」
（52.5％）、「家庭生活を両立させる従業員への対応・離職防止」（31.3％）等 
「テレワーク（在宅勤務）のメリットとして感じること（従業員調査）」 
「通勤時間を節約することができる」（89.1％）、「通勤による心身の負担が少ない」（82.4％）、「隙間時
間などを有効活用することができる」（60.1％）等 
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はテレワーク環境の課題が挙げられた12。また、テレワーク時の働き方に関する労使の話
合いについて、テレワーク（在宅勤務）を実施している労働者は、「常設の協議体で話し
合う機会・予定がある」とする割合が比較的高く、テレワークを実施していない労働者は、
「常設の協議体はなく、労使で話し合う機会・予定もない」とする割合が比較的高い傾向
がみられた13。 

 

３．新技術の導入・活用に関する労使コミュニケーションの実態（ヒアリング事例から見え
る課題） 

  本検討会では、新技術の導入・活用に当たっての労使コミュニケーションの実態を把握
するため、積極的に取り組んでいると考えられる企業や労働組合の事例を中心にヒアリン
グを行った。 

その際、新技術が活用されることによる職場のコミュニケーションや労使コミュニケー
ション自体の変化の把握にも取り組んだ。ヒアリングを通じて把握された実態及び浮かび
上がってきた課題について次のとおりとりまとめた。 

  ヒアリングの概況は、別添の事例集のとおりであり、これらの事例を参考にしつつ、企
業の実態（規模、業種、勤務形態、労働組合の有無、導入する技術等）に応じて、労使双
方にとってより適した手段を組み合わせて取り組むことが期待される。 

                                                      
12 「テレワーク（在宅勤務）で感じた課題（企業調査）」 
「できる業務が限られている」（63.8％）、「従業員同士の間でコミュニケーションが取りづらい」
（48.4％）、「紙の書類・資料が電子化されていない」（38.5％）、「テレワークできない従業員との間で不
公平感がある」（38.1%）、「労働時間の申告が適正かどうかの確認が難しい」（34.2％）、「勤怠管理が難
しい」（31.8％）等 
「テレワーク（在宅勤務）のデメリットとして感じること（従業員調査）」 
「同僚や部下とのコミュニケーションがとりにくい」（56.0％）、「上司とのコミュニケーションがとりに
くい」（54.4％）、「在宅勤務で可能な業務が限られる」（49.1％）、「OA 機器（モニター、プリンタな
ど）が揃っていない」（38.6％）、「仕事と仕事以外の時間の切り分けが難しい」（30.1%）、「家族がいる
ときに、仕事に集中しづらい」（27.6%）等 
13 「テレワークの働き方に関する労使の話し合いの機会・予定（従業員調査）」 
在宅勤務実施層：「常設の協議体で話し合う機会・予定がある」（25.0%）、「常設の協議体はないが、労
使で話し合う機会・予定がある」（8.9%）、「常設の協議体はあるが、話し合う機会・予定はない」
（6.1%）、「常設の協議体はなく、労使で話し合う機会・予定もない」（16.1%）、「わからない」
（43.9%） 
テレワーク非実施層：「常設の協議体で話し合う機会・予定がある」（8.4%）、「常設の協議体はないが、
労使で話し合う機会・予定がある」（5.5%）、「常設の協議体はあるが、話し合う機会・予定はない」
（11.7%）、「常設の協議体はなく、労使で話し合う機会・予定もない」（27.6%）、「わからない」
（46.7%） 
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（１）積極的な労使コミュニケーションの事例における協議内容・協議を踏まえた取組 
  多くのヒアリング事例において、新技術の導入に当たり、導入する目的やその必要性、

導入により企業が目指す姿等について労働者と認識を共有した上で、意見集約や協議を
重ね、導入後も説明会等でフォローする等の取組により、新技術の円滑かつ効果的な導
入・運用を図っていた。 

その際、新技術導入の目的は、生産性向上の成果により働き方改革や労働者の負担軽減
を実現することなどであり、人員削減ではないという点について労使が認識を共有してい
る事例が多くみられた。 

  新技術の導入により生産性が向上し、収益の増加やコストの削減、作業時間の削減とい
った成果があった場合には、賃金の増加、労働時間の短縮などの形で成果を労働者に分配
するという視点を労使コミュニケーションを通じて共有している事例もみられた。こう
した事例においては、成果の分配により、労働者の納得を得て、会社と労働者が新技術の
活用を通じた生産性向上という方向性を共有していることが確認された。 

  新技術の導入に伴い、業務の方法の変更や、業務の削減に伴う担当業務の変更といった
影響が生じる場合には、導入した新技術が労働者により効果的に活用されるよう、研修の
実施やデジタル技術を利活用できる人材の育成などに取り組み、人材育成に注力してい
る企業や、新技術の導入による職種の転換に伴い、人事制度について、新たな職域にチャ
レンジする労働者を積極的に評価する仕組みに改定した企業もみられた。 

 
（２）積極的な労使コミュニケーションの枠組みの在り方 

ア 個別の企業における枠組み 
 企業に対するヒアリングの事例においては、新技術の導入・活用に際しての労使コミュ
ニケーションの在り方として、集団的な枠組みと個別的な枠組みを実情に応じて活用して
いた。 

まず、最も代表的な集団的な枠組みとしては、労働組合との協議が挙げられる。労働組
合がある企業の多くでは、経営者や役員、人事労務担当者が、集団的な労使関係について、
多様な労働者から本音の意見を集約して使用者側に伝えることで、企業のみでは気がつけ
ない課題等を把握し、労使双方に資する形で新技術の導入を行うために不可欠な経営のた
めの枠組みであると認識し、労働組合との様々な協議体を通じた継続的な協議を中心とし
た労使コミュニケーションを積極的に評価していた。 

具体的な取組としては、新技術導入の目的に係る認識の共有、新たな技術や生産設備を
現場に導入する際の労使協議や、新たに求められる人材の育成環境の整備、新技術の導入
への対応が難しい者も含めて多様な人材が活躍する職場環境の構築、生産性向上に伴う成
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果の配分などについて、積極的に議論を行う事例がみられた。【事例集 No１～７】 
また、労働組合がない企業においても、集団的なコミュニケーションの枠組みを設けて

いる事例がみられた。具体的には、役員を含めた全労働者を構成員とする労使の協議体を、
会社単位、事業所単位、課・グループの職場単位で常設し、会社の業績や見込み、方向性
などの情報を労使で共有した上で、賃金、労働時間等の労働条件、福利厚生、各職場での
課題など、階層に応じたテーマについて定期的に協議を行い、課題解決を図っている事例
などがみられた。【事例集 No８】 

同時に、新技術の導入の際に現場の労働者を含むプロジェクトチームなどの専門組織を
作り、その意見を反映させながら円滑な導入を実現している事例がみられた。具体的には、
試行的に導入する事業所において現場で実際にそれを活用し、仕事のやり方が変わるパー
ト労働者や管理職からなるチームにより、現場に即した運用ルールを策定し、現場観察や
データにより効果を確認した上で、全国展開を図る事例などがみられた。この事例では、
全国展開を図るに当たっても、現場の労働者へのアンケートの実施や現場観察の動画を用
いた勉強会を実施するなどの工夫により、現場の労働者と導入目的やその必要性等を共有
することで円滑に導入が進み、サービスレベルの向上につなげていた。【事例集 No９】 

他方で、個別的な枠組みを活用した事例としては、新技術の導入のために限定した労使
コミュニケーションではないが、人事評価制度に基づくものなど経営者や上司と労働者個
人との定期的な個別面談といった日頃から充実に努めてきた既存のコミュニケーション
の枠組みを新技術導入・活用に関しても活用している事例もあった。そうした枠組みを通
じて、新技術導入・活用に関することも含め、経営者・上司と労働者との間での認識の共
有、仕事上の希望やキャリア形成についての話合い、仕事や職場に関する意見や不満の収
集等を行い、業務の改善や労働者のキャリア形成等につなげていた。【事例集 No4， 13】 

このほか、社内の風通しを良くし、労働者の率直な意見を把握するため、労働者からの
意見や提案を集約する仕組み作りや意見を言いやすい雰囲気作りといった日頃からの工
夫により、新技術の円滑な活用につなげている事例もみられた。【事例集 No1，3，4，10
～13】 

 
イ 個別の企業を超える枠組み 

  技術革新等に対応できない企業や労働者を地域全体で支えるなど、個別の労使では解決
できない課題を社会的な課題と捉え、企業の枠組を超えた地域単位、産業単位での労使コ
ミュニケーションを図っている事例もあった。 

地域における具体的な取組としては、技術革新は、地域の産業構造や労働市場、働き方
など多角的な側面で地域社会に大きな影響を与えることから、地域社会全体で対応すべき
課題であるという認識に基づき、都道府県単位の会議体の下、産業構造や地域実態を踏ま
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えて、労使団体に加えて産業界、官公庁、大学、金融機関などの地域の関係団体が参画す
る地域別や産業分野別の協議体を立ち上げ、産業・労働分野における実効性ある取組の実
現に向けたコミュニケーションを試みる事例が見られた。【事例集 No14】 

 
（３）労使コミュニケーションの事例でのデジタルツールの活用など方法の工夫 
  職場でのコミュニケーションに ICT ツールが活用されることに伴い、労使コミュニケ

ーションの方法としても、例えば、クラウド、グループウェア等を用いて労働者が自由に
情報発信、情報共有、意見交換をできる場を設定している事例など ICT ツールを活用し
た取組が多くみられた。【事例集 No１，５，９，10，13 など】 

こうした取組により、労働者が情報を得やすくなるメリットがある一方、情報発信が一
方通行になるデメリットもあり、労働者が必要な情報を的確に得られるようにするための
工夫が必要になるという指摘もあった。 

  また、職場における日常の労使コミュニケーションにおいて、デジタル技術を十分に活
用しつつも、デジタル技術では対応できない場面や人事評価等の労働者にとって大切な局
面では対面によりコミュニケーションを行うなど、デジタル技術と対面のそれぞれのコミ
ュニケーションの特性や効果を活かし、メリハリをつけて使い分けをしている事例がみら
れた。 

 
（４）労使コミュニケーションの事例での主体の拡がりへの対応の工夫 
  新技術の導入は、正規雇用か非正規雇用かを問わず、多くの労働者の業務に影響するた

め、すべての労働者の意見を聴取する観点から、日頃から正規雇用の労働者だけでなく、
パート従業員等の非正規雇用の労働者とのコミュニケーションを取る機会を積極的に設
けている企業や労働組合の事例があった。【事例集 No２，４～６，９】 

 

４．労使関係を取り巻く環境変化と労使コミュニケーションへの影響 

  ２、３で労使コミュニケーションの中期的な動向や実態についてみてきたが、こうした
変化が生じた理由や背景について、近年の雇用・労働を取り巻く環境の変化を振り返りな
がらみてみる。 

 
（１）近年の経済・企業経営や労働環境の変化 
  1990 年代から 2000 年代前半にかけては長期の経済停滞により、雇用情勢の悪化、い

わゆる正社員の新規採用抑制や希望退職者の募集等が行われる中で、若年層を中心とした
非正規雇用労働者が増加した。2000 年代半ば以降も、高齢者の労働参加が進んだことも
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あり、非正規雇用労働者数は増加傾向が続き、足下でも雇用者に占める非正規雇用労働者
の比率は高止まりしている。同時に経済停滞を背景とした企業の人事管理の見直しの中で、
従来の年功型賃金制度を業績・成果主義型の賃金制度に見直す動きもみられた。 

あわせて、経済のサービス化の進展などに伴い産業構造も変化し、仕事や働き方の多様
化が進むとともに、労働者の職業意識や価値観の多様化も進展した。 

 
（２）労使コミュニケーションにおける労働組合の果たしてきた役割の現状 
  労働組合の組織率は趨勢的に低下を続けてきている。その背景には、上述のような非正

規雇用労働者の増加や経済のサービス化等の社会・経済状況の変化があるものと考えられ
る。 

しかしながら、我が国に広くみられる企業別労働組合は、労使での話合いにより各職
場での働き方のルールの整備と定着に取り組むことで、働きがいのある労働環境の実現
に努めるなど重要な役割を果たしてきた。また、常設の従業員代表機関の設置が義務づ
けられていない現行法制の下で、使用者に対抗する立場で団体交渉を行い、組合員にと
って有利な労働条件を獲得するという本来の役割と併せて、使用者側にとって現場の実
情を経営に反映するとともに、会社の方針を浸透させることに協調して取り組む、いわ
ば経営上のパートナーとしての役割も果たしてきた。前述した企業ヒアリング事例にお
いて確認されたように、労働組合が無い企業における集団的な労使コミュニケーション
の取組もあるが、労働組合以外にこのような労働者の働く現場の実情を使用者側に伝え、
職場の課題解決に協調的に取り組む役割を果たせる存在は想定されておらず、常設の労
働者代表制が存在しない中で労働組合が労使コミュニケーションの主体として非常に重
要な役割を果たしてきた。 

 
（３）労使関係、労使コミュニケーションへの影響 

ア 個別の労使コミュニケーションの拡がり 
  （１）（２）の変化を背景として、日常の幅広い労使コミュニケーションにおいて、集

団的な労使コミュニケーションとは別に個別の労使コミュニケーションの役割や領域が
拡がり、労使関係が個別化してきたのではないかと考えられる。 

  企業の人事管理において目標を設定し、業績・成果を評価する人事評価制度の定着に伴
い、制度の枠組み自体は労使での交渉の対象となるものの、個別の目標・評価については、
個々の上司と部下の間のコミュニケーションを通じて決定され、それが賃金など処遇に影
響する傾向が強まった。 

また、仕事の内容や雇用形態、人材が多様化することで、労働者の関心事項や企業に求
める事項も多様化し、個別の労使コミュニケーションを必要とする局面が拡がってきた
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と考えられる。 
  他方で、企業の経営層や人事部門が ICT ツールの活用により労働者に直接、情報発信を

したり、労働者の意見を直接吸い上げたりするなどの直接のコンタクトが容易になったこ
とにより、企業が労働者のエンゲージメント向上のために経営陣と労働者との距離を縮め
ることや、よりスピード感のある意見集約を行うことに利点を感じ、企業が個別のコミュ
ニケーションの機会を積極的に増加させてきたとの指摘もある。 

  こうした個別の労使コミュニケーションへのニーズや利点はあるものの、集団的労使関
係に立脚した協調的な労使関係が希薄になり、労使関係が不安定になる可能性や、個人と
企業との交渉となった場合に交渉力に差が生じる状況も危惧される。この点について、非
正規雇用労働者も含めた労働組合への組織化を進めるなど、集団的な労使コミュニケーシ
ョンの再構築が必要であるという指摘や、既存の労使コミュニケーションを補完する多様
なコミュニケーションの在り方の検討が必要であるといった指摘もなされた。 

  
イ 労使コミュニケーションの主体の拡がり 

  非正規雇用労働者が増加するとともに、非正規雇用労働者が現場の基幹的業務を担うケ
ースが増える中で、非正規雇用労働者の声を業務改善や処遇等に反映するため、新たに非
正規雇用労働者も労使コミュニケーションの主体として組み入れる労働組合や企業の動
きがみられる。 

  また、組織のフラット化等が進む中で、非組合員である管理職についても職務・役割の
変化が生じ得るほか、希望退職、出向等の対象にもなり得ること等から、働く者としての
管理職とのコミュニケーションの在り方を考慮する必要があるとの指摘もあった。 

  さらに、ICT 化により一方では業務の標準化が進み、他方では創造的・専門的仕事の比
重が高まったことに伴い、仕事の非集団化・個別化が促進され、また、クラウドソーシン
グ14、シェアリングエコノミー15、ギグエコノミー16等における新しい働き方等が拡大する
など、フリーランス等の雇用関係によらない働き方をする者が増加している。政府におい
ては、令和３年３月に「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイド

                                                      
14 クラウドソーシングとは「インターネットを通じて単発の仕事を不特定多数の人（crowd）に委託す
る（sourcing）方法」とされている。また、クラウドワーカーとは「プラットフォームを経由して仕事
を受注・納品している人」とされている。（内閣府「平成 30 年度年次経済財政報告」） 
15 シェアリングエコノミーとは「インターネット上のマッチングにより、個人が保有する余った資産や
スキルを他人が利用できるようにする経済の仕組み」とされている。（内閣府「令和２年度年次経済財
政報告」） 
16 ギグエコノミーとは「インターネットを通じて単発の仕事の依頼・受注が行われる市場」とされてい
る。（内閣府「平成 30 年度年次経済財政報告」）また、これに従事する者は一般的に「ギグワーカー」
と呼ばれている。 
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ライン」を策定しており、その中では、形式的には雇用契約を締結せず、フリーランスと
して業務を行っていても、実質的に発注事業者の指揮命令を受けて仕事に従事していると
判断される場合など、現行法上「雇用」に該当する場合には、労働時間や賃金、団体交渉
等に関する労働関係法令に基づくルールが適用されるとされている。このように、フリー
ランスとして業務を行っていても、「労働者」に該当する場合には労使コミュニケーショ
ンの主体となることから、当該ガイドラインの内容の周知・徹底がまずは求められる。さ
らに、フリーランス等の雇用関係によらない働き方の者の声を拾い上げる取組も必要であ
るとの指摘があった。 

 
ウ 労使の関心事項の変化 

  企業の経営環境の変化や労働者の意識の多様化の中で、企業と大多数の労働者が一致し
て企業の長期的な発展を目指すことが、かつてと比べて難しくなり、企業と労働者の双方
でそれぞれの短期的な視点での利益を目指すようになる中で、長期的な課題には目が向け
られにくくなっているとの指摘もあった。 

例えば、今後の新技術の活用のためにも重要な長期的な視点に立った継続的な人材育成
といった課題について労使で話し合われにくくなったことにより、必要な人材の確保が進
まないという問題が生じるのではないかと懸念される。 

 
（４）サイバー空間上のコミュニケーションの進展に伴う労使コミュニケーションに関する

課題 
ア オンラインでのコミュニケーションの普及に伴う労使コミュニケーションに関する

課題 
  新型コロナウイルス感染症を契機に急速にテレワークが拡大したが、その後、対面をは

じめとする従来の働き方に揺り戻すような動きが見られるという指摘があった。このよう
な動きの背景として、テレワークの導入・活用が進むか否かには、企業の経営者や管理職
の意向が反映される傾向が強い中、経営者・管理職は比較的年齢層が高く、対面によるコ
ミュニケーションに慣れ親しんできたため、デジタル技術を活用したコミュニケーション
やテレワークを通じたマネジメントに対応することに難しさを感じていることがあるの
ではないかとの指摘があった。 

他方で、デジタルネイティブ世代といわれる若年層においても、企業内での人的ネット
ワークや能力開発・技能形成が十分にはなされていない段階でオンラインによるコミュニ
ケーションのみに限定されることは、上司や同僚との業務上のコミュニケーションが不足
することにより、業務遂行や能力開発の上での困難やストレスにつながるおそれがあると
の課題も指摘された。労使コミュニケーションにおいても、デジタルと対面のどちらかに
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偏重するのではなく、それぞれのコミュニケーションの利点を活かし、バランス良く取り
入れることが重要であると考えられる。 

 
イ ソーシャルメディアの進展に伴う労使コミュニケーションに関する課題 

  インターネットが身近になったことで、SNS などのコミュニケーションツールが多様
化し、その影響力も大きくなっている。 

こうしたツールを用いた個々の労働者による情報の受発信の在り方が変化することに
より、労使関係や労使コミュニケーションにも影響が及んでいるほか、SNS への書き込み
がいわゆる「炎上」することにより企業の安定的な経営を脅かすケースも発生し、企業経
営上のリスクとなっている。例えば、労働者が職場で受けた不本意な処遇・取扱い等につ
いて SNS 上に会社名が特定される形で書き込み、社内での問題を公にした場合に、SNS
上で非常に多くの参加者から共感を得ることで社会的な批判が巻き起こり、当該企業や労
働者が影響を受ける事象が発生している。 

また、SNS による労働者や企業への影響に関しては、以下のような具体的な指摘があっ
た。 
・ 従来は、インターネット上でも自分の求める情報を積極的に探索しないと情報に接触

できなかったが、SNS の普及により「タイムライン」等を通じて、自分の興味のあるも
のをフォローすることにより、自動的に自分の求める情報を受信することが可能となっ
たほか、自らの考え方への共感を即時に得られること等により各自の考え方が強化され
るという現象が発生している。個人の労働環境に関する考え方についても、SNS のタイ
ムライン等により個人が接する日常の情報量が大幅に増加しており、日々、個人の興味
や選好が反映された最新の情報に触れることで、自身の考え方がより強められる方向で
更新され続けることや、SNS 上で同様の問題意識を持った人々の共感を得ることによ
り、職場への不満の声を上げやすくなっている可能性がある。例えば、長時間労働を積
極的に捉えるかつての考え方から、現在のワークライフバランスを重視し、パワーハラ
スメントやサービス残業を否定する考え方が急速に強まってきたことの背景には、こう
したソーシャルメディアの影響があった可能性もある。 

・ 一方、企業が組織として速やかに考え方の変化に対応していくことは容易ではなく、
これにより個人と企業との間で労働環境に関する考え方が乖離し、労働条件等について
労使で話し合いをする際、前提となる認識のずれによるコミュニケーション不全（ディ
スコミュニケーション）が生じやすくなっている。 
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５．今後の課題や方向性 

（１）技術革新が進展する中における労使コミュニケーションの重要性と求められる内容 
  冒頭でも述べたとおり、我が国の経済・社会の成長・持続のためには、新技術の活用は

不可欠である。働く現場で新技術を活用する際には、現場の状況を的確に把握した上で新
技術を導入する必要があり、労使コミュニケーションが十分に行われなかった場合には、
現場の実態に合わない形で新技術が導入されることや、それにより労働者の納得感が得ら
れないこと等により、結果として新技術による生産性向上が達成できず、ひいては我が国
の経済成長に影を落とす結果となることが懸念される。かつての「ME 技術革命」は生産
工程の効率化にとどまっていた面もあるところ、今日の DX や AI 等によるイノベーショ
ンは、労働者の働き方そのものの変化を必要とすることからも、新技術導入の際の労使コ
ミュニケーションの重要性は増しているといえよう。 

  こうした労使コミュニケーションの重要性や、労使コミュニケーションの現状や変化を
踏まえると、技術革新が進展する中での今後の労使コミュニケーションは如何にあるべき
であり、何が求められるであろうか。 

  各企業が DX による変革を実現するに当たっては、その動きに乗り遅れる労働者を多数
生じさせることなく進めていくことが必要であり、労働者が業務方法や職務の変更、キャ
リアチェンジに対応するためのスキルアップ、スキル転換等に前向きに取り組めるように
することが重要である。 

  そのためには、企業が新技術を活用する目的について、まずは労使で認識を共有するこ
とが不可欠である。また、生産性向上に伴う成果の適切な分配についても労使で認識を共
有することも、労働者の企業へのエンゲージメントを高め、意欲的・積極的な取組を促進
することにつながるであろう。その上で、労働者のキャリア形成に向けて企業が求めるス
キルや人材像、必要な研修等について労使で認識を共有し、企業が労働者のキャリア形成
支援や人材育成に取り組むことが重要である。 

  同時に、新技術の導入により働き方が変わる際には、労使コミュニケーションを通じ、
各職場において、法令等に則った上で働き方のルールの整備と定着に取り組むことも重要
である。 

  新技術の活用により生産性を上げていくためには、こうしたテーマについて、新技術
導入の影響や実態を把握しつつ、労使の認識や価値観をすり合わせ、双方の利益になる
解決策を見出していく労使コミュニケーションの取組が不可欠である。その際には労使
が将来を見据えながらパートナーとして共通の利益を目指し、双方向のコミュニケーシ
ョンを行うことが望まれる。 
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（２）技術革新が進展する中での労使コミュニケーションの促進 
ア 個別の企業における取組 

  経営者には、（１）の労使コミュニケーションの重要性を再認識し、積極的に取り組む
ことが求められる。こうした取組の必要性や労使双方にとっての有用性について、経営者
や労働者、労働組合が改めて認識を共有することで、新技術の活用に向けた労使コミュニ
ケーションの取組を促進すべきである。 

  特に、従来は伝統的な労使コミュニケーションの対象の外側にいた非正規雇用労働者が
増加し、職場によっては基幹戦力化されていることや、組織のフラット化の中で管理職に
も様々なストレスや不満等が増大していること、若年層の職業意識がソーシャルメディア
の影響等もあって変わってきていること、ギグワーカー、クラウドワーカー等と呼ばれる
新しい働き方が拡大していること等を踏まえ、これらの者にも目配りした労使コミュニケ
ーションの在り方を模索していくことが求められる。具体的には、全労働者を集めること
が難しい場合には代表者を集めて意見を収集することや、個別の労働者から意見を聞く場
を設けること等の様々な取組を組み合わせることで、きめ細やかに対応していく必要があ
る。 

  新技術活用に関する労使コミュニケーションも含め、多様な労働者のニーズを汲みなが
ら労使コミュニケーションを活性化させ、新技術の円滑な導入を進め、生産性の向上や労
使双方の納得感を高めていくためには、労働組合に幅広い労働者の意見を集約する役割が
一層期待されるとともに、労働組合が無い企業においても、労使が協議するための常設の
機関を設けるなど、労働者の意見を集約する仕組み作りや意見を言いやすい雰囲気作り等
の工夫を通じて、積極的に労働者の意見を吸い上げる環境を構築していくことが求められ
る。 

  個別企業において新技術活用に関して労使コミュニケーションに取り組むに当たって
は、次のような工夫を職場の実態に合わせて行っていくことが有効であると考えられる。 
・ 企業内に新技術の活用に関する専門の組織（恒常的な部署やプロジェクトチームなど）

を設けることが有効である。当該組織が中心となり、現場の労働者とコミュニケーショ
ンを取りながら新技術活用に継続的に取り組むことにより、導入、運用から成果の検証、
施策への反映といった PDCA サイクルを機能させ、その結果を教育訓練や組織の見直
し等にまで反映させることにより、新技術導入の実効を上げることができると考えられ
る。 

・ グループウェア、社内 SNS などを活用して企業、労働者双方からの直接の情報発信、
情報共有、意見収集などの場をつくり、社内のコミュニケーションを活性化する取組も
有効であると考えられる。 

・ 労働組合が無い企業においても新技術導入などの労使の課題について経営者層と現
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場の労働者とで協議する継続的な枠組みを設け、話し合いの結果を社内の施策に反映さ
せていくことも有効であると考えられる。 

 
イ 個別の企業の労使を超える課題 

  企業の中には、新技術の活用に向けて必要な労働者のキャリア形成支援や雇用維持のた
めの取組などに対して、経営者の関心が低く、労使コミュニケーションが低調な企業も存
在することが考えられる。今後、新技術の活用が更に進んで行く中では、こうした企業の
労働者への支援の在り方についても検討の必要性が高まるものと考えられる。 

  新技術の進展を背景とする産業構造の変化への対応や、それに伴う労働者のキャリア形
成や雇用の確保等をどうしていくかについては、個別の企業の枠を超えた問題であること
から、現在も様々なテーマで話し合われている地域レベルの政労使の対話の中でも積極的
に取り上げ、地域の産業や実情に応じた具体的な対応方針を検討していくことも重要であ
る。   

特に、地域の産業基盤を支えている中小企業や自営業主が新技術に適応できず取り残さ
れていく懸念があり、その結果、我が国の産業自体が衰退することも危惧される。地域単
位や産業単位で地域の産業が抱える課題を乗り越えるべく労使コミュニケーションを図
ることは、地域の産業維持・発展のためにも期待されよう。 

技術革新の進展は社会全体に影響を与えることから、こうした課題も含め、個別の企業
のみでは解決できない課題に対応するため、個別の労使を超えた、業種・産業レベル、地
域レベル、全国レベルでの労使コミュニケーションの取組が求められる。 

また、従来の集団的な労使コミュニケーションの枠組みではカバーできていない労働者
や従来の枠組みによる労使コミュニケーションから距離を置く者について、社会全体とし
てどのように労使コミュニケーションの主体としていくかについても課題である。 
 
ウ 労働組合に期待される役割 

  先述のとおり、我が国の労使コミュニケーションにおいて、多くの場合、企業内におけ
る労使協調機関としての機能をも担ってきた労働組合の果たしてきた役割は大きい。特に、
新技術への対応が難しい労働者の雇用やキャリアへの対応については、個別的な労使コミ
ュニケーションのみでは対応が難しく、労働組合による集団的な労使コミュニケーション
の果たす役割はこれからも期待されるところである。労働組合には、非正規雇用労働者を
含めた組織化や、雇用関係によらない働き方をする者への支援なども含め、集団的な労使
コミュニケーションの充実に向けた更なる取組が求められるとの指摘もあった。また、若
年層は、使用者や上司との「タテ」のコミュニケーションと同時に、同僚との「ヨコ」の
コミュニケーションも求める傾向がある中、感染拡大下におけるテレワークの急速な普及
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により労働者同士のコミュニケーションが不足していることが懸念されており、労働組合
にはその本来の役割である労働者間のつながりを形成する取組も期待されるとの指摘も
あった。 

労働組合がこうした役割を果たしていくために、労働組合自身も新技術の進展の状況や
それによる環境変化について企業や産業別組合等とともに情報収集し、労働組合も意見集
約等にデジタルツールを活用することも含め、実践に取り組むことが必要である。 

また、労働組合に今後も企業内における労働者を代表したコミュニケーションの主体と
しての役割を期待し、その位置づけに関する議論が重要ではないかとの指摘があった。 

 

（３）デジタル技術によりコミュニケーションが変化する中での労使コミュニケーション 
  インターネットやソーシャルメディアが一般化し、個人のコミュニケーションの在り方

が変わる中で、労使コミュニケーションの在り方にも影響していることを認識する必要が
ある。 

  まず、企業がいかなる労使コミュニケーションに取り組む際にも、ソーシャルメディア
の普及等、時代の変化に応じて労働者の労働環境に関する考え方が変化しており、企業と
労働者との間での認識の違いが生まれやすいことも念頭に置いて、その認識の違いを埋め
ていく姿勢が求められる。 

  また、企業の対応に不満を持つ労働者が、社内の労使コミュニケーションを通じては不
満を解消できずに、SNS 上で対外的に不満を訴えることも可能であり、実際に企業が損
害を受ける事例があることも念頭に置く必要がある。 

  こうした事態を招かないためにも、社内で不満を表明しやすく、表明しても不利になら
ない雰囲気、企業文化を醸成することや、相談窓口など労働者の不満・苦情を処理できる
仕組みを設け、実際に機能させることなど、社内の労使コミュニケーションを実効性のあ
るものにしておく必要性が高まっている。 

  また、労働者の SNS の私的な利用を制限することは却って不信感を招くことから適切
ではない一方、業務に関連する内容を SNS 等で公表した際の責任や、企業、本人、他の
労働者など関係者への影響の大きさについて労働者と認識を共有しておくことも有用と
考えられる。 

 
おわりに ～技術革新（AI 等）による変化が加速する中での労使コミュニケーション等を
めぐる課題 

本検討会においては、AI 等の新技術の導入に際しての企業労使の具体的取組や課題を
把握するとともに、コミュニケーションも含めた経済社会の変化、新技術の進展等により
労働者の働き方やキャリア形成に関する意識や価値観が変化し、こうした変化が新技術導
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入の際の労使コミュニケーションにも影響を及ぼしていることを確認した。 
その上で、新技術の導入を通じて生産性の向上を図り、企業ひいては経済の発展と労働

者への成果の配分を実現するとともに、職場への不満の表出に伴う労使関係の不安定化を
防ぐためには、企業の実情に応じた形で集団的・個別的コミュニケーションを活性化させ
ていくことが有効であるとの認識に改めて至った。 

AI 等の新技術の導入に直面する労使をはじめ関係者におかれては、本検討会で把握し
たデータや事例、近年の課題等を参考に、労使コミュニケーションの改善、深化に向けて
取組を進めることを期待する。また、積極的な労使コミュニケーションの取組の事例は、
他の企業にとっての道しるべとなることにも留意し、地域や産業といった単位での労使コ
ミュニケーションを活性化することによって積極的な取組が広がることも期待したい。 

同時に、新型コロナウイルス感染症は、我が国経済社会に従前と質的に異なる不連続な
変化をもたらしている。具体的には、感染拡大下での業務継続のためテレワークの導入や
オンライン方式での業務遂行を求められ、未経験の課題に直面する労使が急増するととも
に、インターネットを経由した消費・宅配や非接触型サービスの普及といった産業をめぐ
る技術環境の変化への対応も課題となっている。 

さらに、新型コロナウイルス感染症による影響の長期化を背景として、非正規雇用労働
者やギグワーカーなどフリーランスとして働く人々のセーフティネットに関する課題も
指摘される中で、これらの人々の声を拾い上げていくことも重要な課題である。 

新型コロナウイルス感染症に伴い顕在化したこれらの課題への対応には、本検討会の射
程を超える面もあり、また、課題自体が変化し続けるという難しさもあるが、本検討会と
しては、今後政府が労使や有識者をはじめとする幅広い国民の意見を踏まえつつ、こうし
た課題に応える議論に積極的に取り組むことを期待する。 
 

（以上） 
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技術革新（AI 等）が進展する中での労使コミュニケーションに関する検討会 
開催要綱 

１．趣旨 
労働政策審議会労働政策基本部会では、「技術革新（AI 等）の動向と労働への影響等につ

いて」をテーマに議論を行い、同部会報告書（令和元年９月 11 日労働政策審議会了承）に
おいて、「技術革新が進展する中における労使間のコミュニケーションの在り方についての
議論を改めて深める必要がある。」、「時代の変化を見据えて、業種・産業レベル、地域レベ
ル、全国レベルで政労使間の対話を継続的に行い、AI 等が雇用・労働に与える影響をテーマ
として、中長期的な視点から対応を検討していくべきである。」とされている。 

これを踏まえ、AI 等の技術革新が進展する中における労使間のコミュニケーションの実
態や課題の把握を行うため、本検討会を開催する。 

 
２．検討事項 

AI 等の新技術の導入に当たっての労使間のコミュニケーションの実態や課題の把握を中
心に検討を行う。 
 
３．委員等 
(1) 検討会の委員は、別紙のとおりとする。 
(2) 検討会の座長は、委員の互選により選出し、座長代理は、必要に応じて座長が指名する。 
(3) 座長は、必要に応じて関係者の出席を求めることができる。 
 
４．検討会の運営 
(1) 検討会は、厚生労働省政策統括官が、有識者の参集を求めて開催する。 
(2) 検討会の庶務は、厚生労働省政策統括官付政策統括室において行う。 
(3) 検討会は、原則として公開とする。ただし、特段の事情がある場合には、座長の判断に

より、非公開とすることができる。 
(4)この要綱に定めるもののほか、本検討会の運営に関し必要な事項は、本検討会において

定める。 
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技術革新（AI 等）が進展する中での労使コミュニケーションに関する検討会 
委員名簿 
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 ㈱経営共創基盤 IGPI グループ会長 

仁平
にだいら

 
 
 
 

章
あきら

 日本労働組合総連合会総合政策推進局長 

根橋
ね ば し

 美津人
み つ と
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もとひろ

 学習院大学経済学部経営学科教授・一橋大学名誉教授 
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 慶應義塾大学法務研究科教授  

 

◎＝座長  ○＝座長代理  
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技術革新（AI 等）が進展する中での労使コミュニケーションに関する検討会 
開催実績

 
○ 第１回（令和元年 12 月 26 日） 
（１）座長の選出について 
（２）今後の進め方等について 
（３）委員プレゼンテーション（戎野委員） 
 
○ 第２回（令和２年 1 月 17 日） 
（１）委員プレゼンテーション（後藤委員／

佐藤委員） 
 
○ 第３回（令和２年２月 19 日） 
（１）ヒアリング（株式会社楓の風／武州工

業株式会社／株式会社リコー）  
 
○ 第４回（令和 2 年 10 月 20 日） 
（１）今後の進め方等について 
（２）「AI などデジタル技術の導入と労使コ

ミュニケーションに関する調査」の結果
について（報告）（独立行政法人労働政策
研究・研修機構） 

 
○ 第５回（令和 2 年 11 月 24 日） 
（１）近年の「労使コミュニケーション調査」

結果について 
（２）ヒアリング（太陽生命保険株式会社／

株式会社ヒロハマ） 
 
○ 第６回（令和 2 年 12 月４日） 
（１）ヒアリング（ボッシュ労働組合／三井

住友海上労働組合） 

 
○ 第７回（令和３年 1 月 29 日） 
（１）委員からの報告（根橋委員） 
（２）ヒアリング（株式会社荒木組／株式会

社ベイシア） 
 
○ 第８回（令和３年２月 26 日） 
（１）ヒアリング（実践女子大学人間社会学

部理事・学部長 谷内様／サンジク株式
会社代表取締役社長 藤澤様） 

 

○第９回（令和３年３月 18 日） 
（１）「AI などデジタル技術の導入と労使コ

ミュニケーションに関する調査」の結果
について（追加報告） 

（２）ヒアリング（有限会社協和デンタル・
ラボラトリー／株式会社 Miriz） 

（３）報告書骨子（案）について 
 
○ 第 10 回（令和３年５月 11 日） 
（１）とりまとめに向けた議論 
 
○ 第 11 回（令和３年６月８日） 
（１）とりまとめに向けた議論 
 
○ 第 12 回（令和３年６月 22 日） 
（１）とりまとめに向けた議論 
 
 

 


